
 

国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部を改正する省令案 

に関する意見募集の結果について 

 

令和７年 12 月 26 日 

厚生労働省 
保険局国民健康保険課 

 

国民健康保険法施行規則及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部を改正する省令案について、令和７年 10 月

30 日（木）から同年 11 月 28 日（金）まで御意見を募集したところ、６件の御意見をいただきました。 

お寄せいただいた御意見の要旨とそれに対する考え方について、内容により分類し、以下のとおり取りまとめましたの

で、公表いたします。 

皆様の御協力に深く御礼申し上げるとともに、今後とも厚生労働行政の推進に御協力いただきますよう、よろしくお願い

申し上げます。 

 

No. 案に対する御意見の要旨 御意見に対する厚生労働省の考え方 

１ 

（適用免除という枠組みについての御意見） 

・外国人の国民健康保険制度および高齢者医療制度の適用

除外を定めるものとされているが単なるイベント対応に見

えて、実際には「特定活動」在留者への制度適用除外とい

う新たな枠組みを導入するものであり、今後の制度運用に

広く影響を及ぼす可能性がある。 

 

・「博覧会の開催に伴い、博覧会の関係者及びその配偶者

又は子の特定活動で在留する外国人に対し、国保制度等の

現行の制度においては、「特定活動」の中長期在留者

については、国民健康保険法施行規則（昭和 33 年厚生

省令第 53 号。以下「国保則」という。）第１条各号及び

高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成 19 年

厚生労働省令第 129 号。以下「高確則」という。）第９

条各号に掲げる一定の者を除き、国民健康保険制度及び

後期高齢者医療制度を適用することとされており、本改

正は、国保則附則第５条及び高確則附則第 28 条の規定

の新設により、博覧会の関係者及びその配偶者又は子の
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適用を免除するため、所要の改正を行う」にかかわらず、

改正の概要には「他方、当該規定にかかわらず、これらの

者が…国民健康保険の被保険者とすることができるものと

規定する」点については矛盾している。 

 

・博覧会関係者に限った一時的措置のように見えるが、実

際には国民健康保険制度および高齢者医療制度における適

用除外の新たな枠組みを制度的に導入するものであり、今

後の制度運用に重大な影響を及ぼす可能性がある。 

特定活動で在留する外国人について国民健康保険制度

及び後期高齢者医療制度の適用を除外し、他方で、世帯

に属する博覧会の関係者及びその配偶者又は子の特定

活動で在留する全ての外国人が国民健康保険又は後期

高齢者医療制度に加入することを希望する場合には国

民健康保険制度又は後期高齢者医療制度に加入するこ

とができるようにするものです。これは、「特定活動」

の中長期在留者の一般的な取扱いとして新たな枠組み

を設けるものではなく、博覧会の関係者及びその配偶者

又は子の特定活動で在留する外国人についての一時的

な措置を講じるものです。 

また、これまでにも、２０２５年日本国際博覧会等の

国際的な催事において、国際条約の締結により、国民健

康保険制度や後期高齢者医療制度の適用を免除する措

置を講じており、本改正はそれと同様の措置を講じるも

のであるため、これまでにない新たな措置を行うもので

はございません。 

本改正の内容について正しく御理解をいただけるよ

う、周知等を行ってまいります。 

２ 

（外国人が公的医療保険に加入することに反対の御意見） 

・そもそも日本国籍を持たない者は、自国または民間の保

険への加入を義務付け、日本の保険加入ができないように

すべき。 

 

国民健康保険及び後期高齢者医療制度では、国内に住

所を有することを被保険者の要件としており、住民基本

台帳への登録がなされる在留期間が３月を超える外国

人は原則として被保険者となり、保険料を納めながら、

等しく保険給付を受けていただく制度としています。 
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・短期間しか保険料を払わないのに、払った保険料を上回

る保険サービスが使えるのは、相互扶助にならない。仮に

加入できるようにしたとしても、払った保険料を上回る場

合は自費、保険料の未払いがあった場合は即時にサービス

停止、出国時に徴収する仕組みを構築するべき。さらに、

高齢者医療が必要な者は最初から入国許可すべきでない。 

 

・医療目的の不正在留を防ぐためにも、保証人制度やデポ

ジットの導入、民間保険加入の義務化を求める。 

 

・高齢者であっても、自国の公的医療保険制度等の保障や

民間の商業保険を受けるべきであり、国保制度等に加入さ

せるべきではない。 

これは、社会連帯と相互扶助の理念に基づき、国籍の

如何を問わず等しく保障を及ぼすべきという、我が国の

医療保険制度の基本的な考え方に則ったものです。 

外国人の保険適用の在り方については、諸外国の制度

に関する研究を行いつつ、また前述の趣旨も踏まえなが

ら、引き続き検討を進めていきたいと考えております。 

３ 

・外国人による国保保険料の未納付が増加しないよう対策

を検討していただきたい。 

被保険者の支え合いで成り立っている医療保険制度

において、外国人の方にも適切に保険料を納付いただ

くことが重要であると考えています。 

そのため、外国人を含めた国民健康保険料の滞納者

への納付の勧奨・相談、外国語のリーフレットによる

制度周知等の取組を実施しているほか、関係省庁とも

連携しつつ、外国人の国民健康保険料の収納状況を出

入国在留管理庁へ共有し、在留審査時に活用する等の

実効性のある取組を進めていきたいと考えておりま

す。 
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４ 

・制度の適用除外が一時的なものであることを明確にし、

滞在期間終了後の保険資格の切り替えや届出義務につい

て、自治体窓口で混乱が生じないよう、具体的な事例や

FAQ を含む運用通知の整備を希望する。 

 

・制度の適用除外が「自国の公的医療保障がある場合」に

基づくものである以上、当該保障の有無や内容を確認する

手段や責任主体について、明確な整理が必要と考える。 

 本改正による措置については、令和 10 年３月 31 日

までの間の措置であることを規定上も明確にしている

ところです。 

その上で、国民健康保険制度や後期高齢者医療制度

の適用除外は「自国の公的医療保障がある場合」を前

提としているものではなく、保険者において当該保障

の有無を確認するものではありませんが、本省令の施

行に伴い、国民健康保険制度又は後期高齢者医療制度

への加入の意思や在留資格等の確認に係る運用につい

て保険者向けに示すことや、当該取扱いについて関係

機関と連携した周知を行うことを予定しております。 

５ 

・制度の透明性と説明責任の確保のため、適用除外の対象

者数や届出件数等について、一定の集計・公表を行うこと

を望む。 

 どのようなデータを把握すべきかという点について、そ

の目的や、保険者の負担等の実務の在り方も含め、丁寧に

検討していく必要があると考えております。 

※上記のほか、１件の今回の意見募集に関係ない御意見をいただきました。 


